
ⅠⅠ	基本情報
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ⅡⅡ	事業

平成１５年２月１日 20老人デイサービスセンター けやきデイサービスセンター

社会福祉法人現況報告書

公表

公表

公表

公表

公表

公表/非公表
職業

施設長 平成１４年１２月２１日

メールアドレ

ス

公表/非公

表

公表

公表

平成１１年２月８日

代表者

就任年月日

ホームペー

ジアドレス

法人名

設立認可

年月日

設立登記

年月日

所轄庁

社会福

祉事業

70

都道府県

主たる事務

所の所在地
社会福祉法人清常会

氏名

中村きよ子

公表/非公表

年齢

そ

の

他

第

一

種

児

童

福

祉

第

一

種

第

二

種

障

害

者

福

祉

第

二

種

第

一

種

老

人

福

祉

第

一

種

第

二

種

住所

石岡市東石岡３－１７－３９

平成１１年１月２７日

公表 公表

施設名・事業所名

年４月１日現在平成 30

http://www.seijokai.net/ amenity.0101@cd.wakwak.com

ケアハウスアメニティ

けやき園

ゆりの里

けやき園

ｱﾒﾆﾃｨﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ

ゆりの里デイサービスセンター

東茨城郡茨城町下座７５５

石岡市東大橋２７５７

石岡市東石岡3-17-38

東茨城郡茨城町下座７５５

所在地 事業開始

年月日

平成１１年１１月１２日

平成１５年２月１日

平成27年10月1日

平成１５年２月１日

定員種類

軽費老人ホーム

老人デイサービスセンター 20

石岡市東大橋２７５７

東茨城郡茨城町下座７５５

石岡市東石岡3-17-38

50

平成１５年２月１日

平成27年10月1日

０２９９電話番号 FAX番号３１５ ００３１ 茨城県石岡市東大橋２７５７

10

１２３３２７ ２７０２９９

50

50

特別養護老人ホーム

特別養護老人ホーム

老人短期入所施設

老人居宅介護等事業



（

１　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル

２　駐車場の経営

３　公共的、公共的施設内の売店の経営

（

事業規模（定員）事業開始年月日施設名・事業所名 所在地

４　その他

２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業
３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

種類（番号を記載）

１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

１３　有料老人ホーム

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業
１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

事業規模（定員）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業
５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設、

６　子育て支援に関する事業
７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業
８　ボランティアの育成に関する事業

１０　社会福祉に関する調査研究等

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日

収益事

業

その他の

事業

公益事

業

１６　その他

そ

の

他

第

一

種

第

二

種

　　地域支援事業を市町村から受託する事業



１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免

２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施

３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施

４　災害時における各種支援活動の実施

５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施

６　他法人との連携による人材育成事業

（

ⅢⅢ	組織

～

～

～

～

～

～

H29.6

H29.6

地域の

福祉関

係者

H29.6

理事

施設長

H29.6

H31.6

H31.6

役職 氏名 職業 任期

理事

その他

施設整

備又は

運営と密

接に関

連する業

務を行う

者

理事報酬

（職員と兼務の場合は支給方法）

H29.6

○ ○H31.6

理事報

酬・職員

給与とも

に支給

理事報

酬のみ

支給

職員給

与のみ

支給

H29.6

親族等特殊関係者の有無

中村　きよ子

親族

他の社

会福祉

法人の

役員

その他

社会福

祉事業

の学識

経験者

理事長

理事

資格

6 6

その他の

事業

理事

理事

定員

氏名 職業 任期

2 2

髙木　直之 元市職員

現員

７　その他

理事

H31.6

H31.6

施設長

施設長

元民生委員

元消防職員

サービス業

小貫　芳夫

鶴岡　邦江

定員 現員

中村　隆一

海老原　道

監事

○

○ ○

H31.6

○

○ ○○

○ ○

○

○ ○

施設整

備又は

運営と密

接に関

連する業

務を行う

者

監事報酬

支給あり

資格

財務諸表等を監査し得る者

社会福

祉事業

の学識

経験者

地域の

福祉関

係者

その他



～

～

.

～

～

～

～

～

～

定員 現員

比氣　道之助

氏名 職業 任期

濱　洋子

13 13

福祉施設理事

元市職員

元消防本部消防長

梁田　克郎

宮本　昭

元消防長

石岡市区長会会長

町内会役員市川　進

色川　利男

佐々木　徹

佐藤　信夫

監事

評議員

施設整

備又は

運営と密

接に関

連する業

務を行う

者

支給あり公認会

計士、税

理士

弁護士

会社等

の監査

役、経理

責任者

等

その他

社会福

祉事業

の学識

経験者

地域の

福祉関

係者

その他

○

施設整

備又は

運営と密

接に関

連する業

務を行う

者

理事との

兼務

税理士

司法書士

H29.6

H29.6

H31.6

H31.6

○

資格

社会福

祉事業

の学識

経験者

地域の

福祉関

係者

地域の

代表者
施設長

利用者

の家族

の代表

その他

氏名 職業 任期

親族等特殊関係者の有無

親族

他の社

会福祉

法人の

役員

その他

理事の

親族

H31.6

H31.6

H31.6

H31.6

H31.6

H31.6

H29.6.1

H29.6.1

H29.6.1

H29.6.1

H29.6.1

H29.6.1

○

○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○



～

～

～

ⅣⅣ	資産管理

8

8

8

有

有

有

2018年3月4日

2018年3月24日

平成2８年度社会福祉法人一般検査について　　納涼祭・家族の集い開催について

決議事項

平成28年度社会福祉法人一般検査提出書類について

平成29年度補正予算について　　平成30年度予算(案)について　　各施設事業計画について

2017年6月10日

2017年5月27日 5 有 平成28年度決算報告について　　　平成28年度業務報告について

2017年6月25日 平成2８年度社会福祉法人一般検査について　　納涼祭・家族の集い開催について

5

8

5 有

2003年2月1日

有 平成29年度補正予算について　　平成30年度予算(案)について　　各施設事業計画について

就任年月日

○

1999年11月12日

出席者数 監事出席の有無

2015年10月1日

換算数

2017年7月2日

５０

5

5

2018年3月10日

有

有

有

ケアハウスアメニティ

けやき園

不動産

の所有

状況

中村　隆一

梁田　とも子 有

換算数

保険代理店代表取締役

石岡市ボランティア協会会長

民生委員

常勤兼務

ゆりの里

中村　きよ子

非常勤

法令等に定める資格の有無

評議員

会

有

有

監事監

査

０

常勤専従

有

出席者数 書面出席者数

施設名 氏名

國友　誠司

塚田　安治

井坂　日出代

施設長

理事会

評議員

職員

法人本部

施設

H31.6

H31.6

H31.6

H29.6.1

H29.6.1

H29.6.1

○

○ ○

○

○

開催年月日

2017年6月10日

2018年2月25日

開催年月日

決議事項

役員改選の件について

平成28年度社会福祉法人一般検査提出書類について

監事出席の有無

有

有

無

無

指摘事項 改善事項

平成28年度決算報告について　　　平成28年度業務報告について

監査年月日

2018年5月30日

2018年5月30日

監査報告の有無監査者

濱　洋子

佐々木　徹

有

有

担保提供の状況

所在地 面積 評価額（千円）

平成 29



ⅤⅤ	その他
定款 役員名簿 評議員名簿 財産目録 事業計画書 事業報告書

前年度の財務諸表前々年度の財務諸表

建

物

収

益

事

業

用

財

産

公

益

事

業

用

財

産

運

用

財

産

土

地

インターネット

広報誌

建

物

情

報

公

開

新聞

土

地

建

物

不動産

の所有

状況

基

本

財

産

土

地

土

地

建

物

平成３１年２月１０日

平成３４年１１月１０日

平成５２年２月１０日

１８０，０００

２２３，８００

６５０，０００

（独）福祉医療機構

（独）福祉医療機構

（独）福祉医療機構

茨城町下座７５５

石岡市東石岡3-17-38

平成１１年１２月１７日

平成１４年５月９日

平成３０年２月１０日

平成１５年１月２０日

５，８９１㎡ ４４，６９４

提供年月日 借入額（千円） 借入先 償還期限
所在地 面積 評価額（千円）

石岡市東大橋２７５７

茨城町下座７５５

石岡市東石岡3-4032-1

石岡市東大橋２７５７

８，２２３㎡ ２１，１５１

９，１６７㎡ １２７，４６０

２２３，８００ （独）福祉医療機構 平成３４年１１月１０日

３，３０５㎡ ８９５，２５５ 平成３０年２月１０日 ６５０，０００ （独）福祉医療機構 平成５２年２月１０日

２，５２８㎡ ３０５，０８５ 平成１１年１２月１７日 １８０，０００ （独）福祉医療機構 平成３１年２月１０日

２，７０３㎡ ４７０，９６３

年4月1日現在

役員報酬規程 第三者評価結果 苦情処理結果

法人HP公表していない 公表していない 法人HP 法人HP公表していない

30平成

公表していない 公表していない 公表していない



公表方法（予定） 公表時期（予定）

1～3月 法人HP 1～3月

平成 年度 平成 年度 平成

1～3月

平成

事業活動計算書
(事業活動収支計算書)

貸借対照表

公表方法（予定） 公表時期（予定）

年度

法人HP 法人HP 法人HP 法人HP 法人HP

貸借対照表 資金収支計算書

監査法人

税理士

その他

広報誌

準拠して

いる会計

基準

第三者

評価

公認会計士

情

報

公

開

指摘事項

外

部

監

査

インターネット

新聞

事業活動計算書(事業活動収支計算書)

公表方法（予定） 公表時期（予定）

資金収支計算書

費用（千円） 費用（千円） 費用（千円）

平成 年度

費用（千円） 費用（千円）
受審施設・事業所名

年度平成

社会福祉法人

新会計基準

社会福祉法人

旧会計基準
経理規程準則 授産会計基準

指定介護老人

福祉施設等会

計処理等取扱

指導指針

訪問看護会計・

経理準則
病院会計準則 企業会計基準就労会計基準

介護老人保健

施設会計・経理

準則

○

費用（千円）

年度 平成

費用（千円）

平成

その他

費用（千円）

年度

29平成



－

社会福祉法人現況報告書

平成１１年２月８日

１１８８

全ての事業

が同一施設

（敷地）で実

施

実施形態

各分野の事

業が同一施

設（敷地）で

実施

２７

○



）

）

事業規模（定員）

２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業
３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

１３　有料老人ホーム

事業規模（定員）

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業
１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

事業規模（定員）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業
５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設、

６　子育て支援に関する事業
７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業
８　ボランティアの育成に関する事業

１０　社会福祉に関する調査研究等

　　地域支援事業を市町村から受託する事業



）

理事

会へ

の出

席回

数

理事報酬

（職員と兼務の場合は支給方法）

職員給

与のみ

支給

支給なし

○

○

○

○

○

○

監事報酬

支給なし

理事会

への出

席回数



評議

員会

への

出席

回数

支給なし

理事会

への出

席回数

○

理事との

兼務

職員との

兼務

○



平成2８年度社会福祉法人一般検査について　　納涼祭・家族の集い開催について

決議事項

平成28年度社会福祉法人一般検査提出書類について

平成29年度補正予算について　　平成30年度予算(案)について　　各施設事業計画について

平成28年度決算報告について　　　平成28年度業務報告について

平成2８年度社会福祉法人一般検査について　　納涼祭・家族の集い開催について

平成29年度補正予算について　　平成30年度予算(案)について　　各施設事業計画について

決議事項

役員改選の件について

平成28年度社会福祉法人一般検査提出書類について

改善事項

平成28年度決算報告について　　　平成28年度業務報告について

担保提供の状況

年3月31日現在



有

平成３１年２月１０日

平成３４年１１月１０日

平成５２年２月１０日

有

有

有

償還期限
所轄庁の承

認の有無

平成３４年１１月１０日

平成５２年２月１０日

有

有

平成３１年２月１０日



年度

費用（千円）

その他

年3月31日現在



１．法人単位の資金収支の状況 ２．法人単位の事業活動の状況 ３．法人単位の資産等の状況

（１）サービス活動増減差額 （１）資産の部
①事業活動収⼊ ①サービス活動収益 ①流動資産

・介護報酬等の公費（※） ②サービス活動費⽤ ②固定資産
・利⽤者負担⾦（※） （２）負債の部
・その他収⼊ ①流動負債

②事業活動⽀出 ②固定負債
・⼈件費⽀出 （２）サービス活動外増減差額 （３）純資産の部
・事業費⽀出 ①サービス活動外収益 減価償却累計額
・利⽤者負担軽減額 ②サービス活動外費⽤
・その他⽀出 （３）特別増減差額

①特別収益
①施設整備等収⼊ ②特別費⽤

・施設整備補助⾦等の公費 当期活動増減差額
・その他収⼊ 前期繰越活動増減差額

②施設整備等⽀出 当期末繰越活動増減差額
基本⾦取崩額

①その他の活動収⼊ その他の積⽴⾦取崩額
②その他の活動⽀出 その他の積⽴⾦積⽴額

当期末資⾦収⽀差額 次期繰越活動増減差額
前期末⽀払資⾦残⾼
当期末⽀払資⾦残⾼

0 0
0

29,282
2,301

94,877
0

228
731,831

0

64,205

（３）その他の活動資⾦収⽀差額

（※）端数処理の関係で合計が⼀致しないこともあり得る。

582

395,500
（※）医療事業収⼊分を除く。（社会福祉法⼈新会計基
準の勘定科⽬上、算出できないため。）

930

94,609
47,172

311,315
国庫補助⾦等特別積⽴⾦取崩額

（２）施設整備等資⾦収⽀差額

項⽬項⽬
（１）事業活動資⾦収⽀差額

⾦額（千円）

（※）端数処理の関係で合計が⼀致しないこともあり得る。

▲ 8,504

13,905
372,659
358,754

76,355
713

321,053
217,480

項⽬ ⾦額（千円）

374,239
296,303

147,362
248,137

減価償却費

その他サービス活動費⽤

29平成 年度の法人の経営状況（総括表）

53,186

684,276

1,580
10,084

▲ 1
195,472
195,472

5,400
678,875
684,276

0



４．積立金の状況

５．関連当事者との取引の内容

６．地域の福祉ニーズへの対応状況

７ その他 （ ）

（※）端数処理の関係で合計が⼀致しないこともあり得る。

（※）医療事業収⼊分を除く。（社会福祉法⼈新会計基
準の勘定科⽬上、算出できないため。）

積⽴計
画の有

無

事業概要

貸借対照表上の積
⽴⾦の勘定科⽬

積⽴⽬的
本年度末時点
の積⽴⾦額
（千円）

積⽴⽬標額
（千円） 整備事由 整備時期

関係内容

役員等の兼務等

整備対象施設名

種類 法⼈等の名称 住所
資産総
額（千
円）

事業の内容⼜
は職業

議決権の
所有割合

施設整備の場合

取引の内容
取引⾦
額（千
円）

科⽬
事業上の関係

３ 地域の単⾝⾼齢者等を対象とした各種相談事業の実施

４ 災害時における各種⽀援活動の実施

５ 貧困・⽣活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、⾷事提供等の⽣活⽀援の実施

６ 他法⼈との連携による⼈材育成事業

実施の有無 事業開始年度 本年度⽀出額（千円）

１ 介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利⽤者負担減免

２ 地域の単⾝⾼齢者等を対象とした⾒守り・配⾷サービス等の実施



（注）「本年度⽀出額」については、当該事業に対する費⽤として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は「−」を記載
している。



861,490
1,545,792

項⽬

（※）端数処理の関係で合計が⼀致しないこともあり得る。

2,337,628
425,541

1,912,086
791,835
50,514

741,320

⾦額（千円）



整備対象施設名

施設整備の場合

科⽬
期末残
⾼（千
円）

本年度⽀出額（千円）



（注）「本年度⽀出額」については、当該事業に対する費⽤として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は「−」を記載
している。



児童福祉 ⽼⼈福祉 その他
第⼀種 乳児院 第⼀種 養護⽼⼈ホーム 第⼀種

⺟⼦⽣活⽀援施設 特別養護⽼⼈ホーム
児童養護施設 軽費⽼⼈ホーム
障害児⼊所施設 第⼆種 ⽼⼈居宅介護等事業
情緒障害児短期治療施設 ⽼⼈デイサービス事業
児童⾃⽴⽀援施設 ⽼⼈短期⼊所事業

第⼆種 障害児通所⽀援事業 ⼩規模多機能型居宅介護事業
障害児相談⽀援事業 認知症対応型⽼⼈共同⽣活援助事業
児童⾃⽴⽣活援助事業 複合型サービス福祉事業 第⼆種
放課後児童健全育成事業 ⽼⼈デイサービスセンター
⼦育て短期⽀援事業 ⽼⼈短期⼊所施設
乳児家庭全⼾訪問事業 ⽼⼈福祉センター
養育⽀援訪問事業 ⽼⼈介護⽀援センター
地域⼦育て⽀援拠点事業
⼀時預かり事業 障害者福祉
⼩規模住居型児童養育事業 第⼀種 障害者⽀援施設 市町村社協

助産施設 第⼆種 障害福祉サービス事業
保育所 ⼀般相談⽀援事業
児童厚⽣施設 特定相談⽀援事業
児童家庭⽀援センター 移動⽀援事業 都道府県社協

児童の福祉の増進について相談に応ずる事業 地域活動⽀援センター
⺟⼦家庭等⽇常⽣活⽀援事業 福祉ホーム
寡婦⽇常⽣活⽀援事業 ⾝体障害者⽣活訓練等事業
⺟⼦福祉施設 ⼿話通訳事業

介助⽝訓練事業
聴導⽝訓練事業 全社協
⾝体障害者福祉センター
補装具製作施設
盲導⽝訓練施設
視聴覚障害者情報提供施設
⾝体障害者の更⽣相談に応ずる事業
知的障害者の更⽣相談に応ずる事業



救護施設
更⽣施設
⽣計困難者を無料⼜は低額な料⾦で⼊所させて⽣活の扶助を⾏うことを⽬的とする施設
⽣計困難者に対して助葬を⾏う事業
婦⼈保護施設
授産施設
⽣計困難者に対して無利⼦⼜は低利で資⾦を融通する事業
共同募⾦を⾏う事業
⽣計困難者に対して、その住居で⾐⾷その他の⽇常の⽣活必需品若しくはこれに要する⾦銭を与え、⼜は⽣活に関する相談に応ずる事業

⽣計困難者のために、無料⼜は低額な料⾦で、簡易住宅を貸し付け、⼜は宿泊所その他の施設を利⽤させる事業

⽣計困難者のために、無料⼜は低額な料⾦で診療を⾏う事業
⽣計困難者に対して、無料⼜は低額な費⽤で介護⽼⼈保健施設を利⽤させる事業
隣保事業
福祉サービス利⽤援助事業
他の社会福祉事業に関する連絡⼜は助成を⾏う事業
社会福祉を⽬的とする事業の企画及び実施
社会福祉に関する活動への住⺠の参加のための援助
社会福祉を⽬的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成
社会福祉を⽬的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業
社会福祉法第109条第1項各号の事業であって各市町村を通ずる広域的な⾒地から⾏うことが適切なもの

社会福祉を⽬的とする事業に従事する者の養成及び研修
社会福祉を⽬的とする事業の経営に関する指導及び助⾔
市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整
福利サービス利⽤援助事業を⾏う市町村社会福祉協議会その他の者と協⼒して都道府県の区域内においてあまねく福祉サービス利⽤援助事業が実施するために必要な事業

社会福祉を⽬的とする事業を経営する者がその⾏った福祉サービスの提供に要した費⽤に関して請求の事務の代⾏等

都道府県社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整


